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研究要旨 
【研究目的】本研究は、アジアをはじめとした国々における高齢化対応と UHC 達成の推進
に資するため、日本および高齢化が進む国々の施策形成過程、制度設計、実装経験を収
集・分析し、各国の制度構築・改訂に活用可能な考え方やプロセスを提示することを目的
とした。特に、日本の国民皆保険制度、介護保険制度、地域包括ケアシステム等の経験
を、制度そのものとして移転するのではなく、各制度が果たしてきた「機能」、形成過程、
実装条件、残された課題として整理し、各国の財政、文化、法制度、行政体制、家族介護
の位置づけ、人材資源、データ基盤等に応じて適応可能な知見として提示することを重視
した。 
【研究方法】本研究は、①調査票開発と各国調査、②日本の高齢化対応の知見整理、③国
際機関の動向把握の 3 つの柱に沿って実施した。第一に、国際的枠組み、国際機関報告
書、学術論文、改訂版 ASEAN-JAPAN Healthy & Active Ageing Index 等を参照し、高齢化施
策を構成する主要領域を抽出した上で、6 領域 61 項目からなる標準化調査票を開発した。
令和 7 年度は、東アジア、中国・韓国・台湾、タイ、マレーシア、インドネシア、スリラ
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ンカを対象に、文献調査、政策資料・統計資料の二次分析、政府公表資料・法令・国際機
関報告書のレビュー、一部の国でのキーインフォーマント・インタビューを実施した。第
二に、日本の介護保険制度、地域包括ケアシステム、認知症政策、介護人材育成、予防・
自立支援、データ基盤、権利保障・公平性等について、既存文献や制度資料をもとに形成
過程、制度的特徴、実施上の工夫点、課題を整理した。第三に、WHO、ACAI 等の国際機
関の動向を把握し、AAAI 等の高齢化指標、健康的高齢化、長期ケア、ミニマムサービスカ
バレッジに関する枠組みを整理した。 
【研究結果】その結果、アジア諸国では、介護制度の未整備または整備途上、家族介護へ
の依存、介護人材不足、保健・医療・福祉の縦割り、地域差、所得格差、統計・データ基
盤の不足が共通課題として明らかとなった。一方で、台湾やタイのように、税方式を用い
た普遍的制度、地域密着型長期ケア、統計指標体系の整備が進む国・地域もあり、日本と
は異なる制度設計の選択肢が存在することも確認された。また、日本の経験整理からは、
高齢化速度、生産年齢人口の縮小、都市化・過疎化、家族介護の変化、価値規範の変容、
女性高齢者の経済的脆弱性等を踏まえ、制度整備を前倒しで進める必要性が示された。さ
らに、慢性疾患、フレイル、認知症等への対応、PHC を基軸とした統合・包括ケア、多職
種連携、地域単位の PDCA、人材確保、データ活用、本人中心ケア、権利保障・公平性が
制度実装上の主要論点として整理された。 
【考察・結論】本研究により、高齢化対応は医療保障制度の整備にとどまらず、介護、予
防、生活支援、所得保障、住環境、社会参加、データ基盤、権利保障を含む包括的課題で
あることが示された。今後は、開発した調査票と各国調査結果を用いて国別・項目別比較
を進め、必須項目・優先項目を明確化するとともに、日本の知見を制度名ではなく「機
能」として再構成し、UHC ナレッジハブ、国際会議、研修等で活用可能な教材・基礎資
料・技術資料の作成につなげることが期待される。 
 
A． 研究目的 

世界では人口高齢化が急速に進行しているが、その進行度合い、制度整備の状況、社会
文化的背景、財政・人材資源は国や地域によって大きく異なる。特に低中所得国を含むア
ジア諸国では、医療保障制度や介護制度が十分に整備されていない段階で高齢化が進行し
ている国も多く、医療アクセス、長期ケア、所得保障、地域支援、介護人材、財政負担等
をめぐる課題が顕在化しつつある。一方、日本は、国民皆保険制度、介護保険制度、地域
包括ケアシステム等を通じて、高齢化への対応経験を蓄積してきたが、地域差、人材不
足、介護労働の負担、財政持続可能性、介護予防や自立支援の課題も抱えている。したが
って、日本の経験は、成功例としてのみならず、課題や限界を含めて、他国が高齢化対応
を検討する際の重要な教訓となり得る。 

本研究は、アジアをはじめとした国々における高齢化対応と UHC 達成の推進に資するた
め、日本および高齢化が進む国々の施策形成過程、制度設計、実装経験を収集・分析し、
各国の制度構築・改訂に活用可能な考え方やプロセスを提示することを目的とする。特
に、日本の制度をそのまま他国に移転するのではなく、各制度が果たしてきた「機能」、
政策形成過程、実装条件、残された課題を整理し、各国の財政、文化、法制度、行政体
制、家族介護の位置づけ、人材資源、データ基盤等に応じて適応可能な知見として提示す
ることを重視した。 

本研究では、総括的に以下の 3 つの柱に基づき研究を進めた。第一に、アジア諸国にお
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ける高齢化施策のプロセスと現状を比較可能な形で把握するための調査票を開発し、令和 7
年度は東アジア、中国・韓国・台湾、タイ、マレーシア、インドネシア、スリランカを対
象に、高齢化対応のプロセス、UHC 達成に向けた課題、制度整備上のニーズを把握した。
第二に、日本の高齢化対応のプロセス、知見、経験を収集・分析し、高齢化施策策定に必
要な基本的視点や制度実装のプロセスを整理した。第三に、WHO、ACAI 等の国際機関・
国際的枠組みにおける高齢化対策の動向を把握し、国際比較指標やミニマムサービスカバ
レッジの観点から、各国の政策形成・制度実装に資する基礎資料を得ることを目指した。
研究全体としては、最終的に UHC ナレッジハブ、国際会議、研修等で活用可能な教材・基
礎資料の作成につなげることを目標とした。 

 
B．研究方法 

本研究は、3 つの柱に沿って実施した。 
第一の柱は、調査の枠組みとなる調査票の開発と、高齢化の進行度合いが異なる国々に

おける高齢化対応のプロセス把握、UHC 達成への課題抽出、ニーズ把握である。まず、ア
ジア諸国の高齢化施策を国際比較可能な形で把握するため、国連のマドリッド国際行動計
画、WHO および国連の「健康な高齢化」に関する戦略、WHO、OECD、世界銀行等の高
齢化関連報告書、学術論文をレビューした。さらに、Revised ASEAN-JAPAN Healthy & 
Active Ageing Index、改訂版 HAAI の概念枠組みを参照し、高齢化施策を構成する主要領域
を抽出した。その上で、高齢化政策、社会保障制度、地域ケア分野の研究者・実務者への
ヒアリングを行い、調査項目の網羅性、回答可能性、国際比較の妥当性を検討し、定量的
指標と定性的評価項目を組み合わせた標準化調査票を作成した。 

開発された調査票をもとに、令和 7 年度は、東アジア、中国・韓国・台湾、タイ、マレ
ーシア、インドネシア、スリランカを対象として、文献調査、政策資料・統計資料の二次
分析、政府公表資料・法令・国際機関報告書のレビュー、ならびに一部の国におけるキー
インフォーマント・インタビューを実施した。東アジアについては、日本、韓国、台湾、
中国の高齢者対策全般、医療、年金、介護の各分野について、先行研究、公表政策資料、
統計を収集・分析した。台湾およびタイについては、政府統計、法令、WHO 等国際機関資
料を参照し、介護制度、サービス提供体制、統計指標体系を比較した。マレーシアについ
ては、マレーシアプトラ大学老年学研究所関係者への半構造化インタビューを実施し、関
係省庁、EPF、KWAP、PERKESO、WHO、ILO、OECD、世界銀行、ADB 等の公開資料
を参照した。インドネシアについては、政府資料・統計・法令、国際機関報告書に加え、
保健省、国家開発計画省、JICA 関係者等へのインタビューを実施した。スリランカについ
ては、ACAI が開発中の高齢者の UHC 達成に向けた指標の一部を用い、2019 年世帯収入支
出調査を再解析した。 

第二の柱は、日本の高齢化対応のプロセス、知見、経験の収集・分析である。日本の介
護保険制度、地域包括ケアシステム、認知症政策、介護人材育成、予防・自立支援、デー
タ基盤、権利保障・公平性等に関する既存文献、政策資料、制度資料をもとに、日本の高
齢化施策の形成過程、制度的特徴、実施上の工夫点、課題を整理した。また、各国調査結
果と接続できるよう、人口動態、疾病構造、財政・人材制約、ガバナンス、財政フレー
ム、サービス提供体制、人材戦略、データ基盤、権利保障・公平性等の観点から、制度設
計および制度実装に必要な分析枠組みを検討した。 

第三の柱は、国際機関の動向把握である。ACAI による ASEAN Active Ageing Index、
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AAAI の策定支援に参画し、ASEAN 諸国における指標整備の動向を把握した。また、AAAI
の枠組みを南アジアおよびアフリカに適用可能とするため、スリランカ、セネガル等のデ
ータ基盤について情報収集を行った。さらに、WHO「健康的高齢化の 10 年」に関する加
盟国向け情報セッション、WHO の長期ケアパッケージ、ACAI の国際プロジェクト等を通
じて、長期ケア政策、制度実装、ミニマムサービスカバレッジ、健康格差等に関する国際
的動向を整理した。 
（倫理面の配慮） 

文献調査および公開資料の二次分析を中心とする研究については、個人を対象とした介
入や個人情報の取得は行わなかった。インタビュー調査を実施した研究では、研究計画の
承認、対象者への説明、同意取得、匿名性・機密性への配慮を行った。研究全体は、国立
保健医療科学院の研究倫理審査委員会による多機関共同研究一括審査の承認を受けて実施
している（承認番号：NIPH-IBRA#25013）。 
 
C．研究結果 
1．調査票開発および各国調査による高齢化対応のプロセス・課題・ニーズの把握 

アジア諸国における高齢化施策のプロセスと現状を比較するため、6 領域 61 項目からな
る標準化調査票を開発した。6 領域は、①高齢者に関わる基礎統計、②高齢者医療制度、③
介護制度、④年金・所得保障制度、⑤生活保護・高齢者福祉制度、⑥高齢者を取り巻く社
会・文化的環境である。この調査票は、制度的対応だけでなく、社会文化的背景や政策形
成過程も把握できる点に特徴があり、アジア諸国における高齢化施策の国際比較研究の基
盤となるものである。 

東アジアに関する研究では、日本、韓国、台湾、中国の高齢者対策について、高齢者対
策全般、医療、年金、介護の4 分野から概観した。その結果、日本が先行し、韓国・台湾が
これに続き、中国は後発ながら急速に対策を進めるという大きな傾向がみられた。医療お
よび年金については、各国・地域において皆保険・皆年金またはそれに相当する状態が達
成されている。一方、介護制度については、貧困対策や福祉施策としての歴史は各国・地
域でみられるものの、現在の制度像は多様であった。日本の経験は参照されているものの、
そのまま取り入れられているわけではなく、各国・地域が自国の歴史、制度、財政、行政
体制に応じて独自の対応を形成していることが明らかとなった。 

台湾およびタイに関する比較では、両国とも税方式による普遍的制度を採用しており、
日本の社会保険方式とは財源構造が異なることが確認された。台湾では、2017 年に長期照
顧制度、長照 2.0 が税方式で施行され、2024 年時点でサービス利用者は約 55.8 万人、カバ
レッジ率は 80.2％に達していた。地域包括ケアに相当する ABC モデルも展開され、A 級、
B 級、C 級の拠点整備が進んでいた。また、人口、サービス利用、施設数、人材、財務等に
関する月次・年次統計が整備されていた。タイでは、2002 年にユニバーサルカバレッジ制
度が導入され、全人口の約 76％を対象としていた。2016 年から地域密着型長期ケアプログ
ラムが展開され、対象高齢者数は拡大していた。高齢者実態調査も継続的に実施され、世
帯特性、就労・収入、健康状態、ADL・IADL、介護者負担等に関する多面的データが収集
されていた。両国は日本とは異なる財源構造を有するが、地域包括ケアの理念、予防重視、
多職種連携の推進という点では共通性がみられた。 

マレーシアに関する研究では、保健医療、介護ケア、年金・所得保障、福祉、社会環境の
5 領域について、61項目の調査票を用いて現状と課題を整理した。マレーシアでは、公的医
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療と民間医療の二層構造が存在し、自己負担割合が高く、公私間および所得・地域による
医療格差が課題となっていた。年金・所得保障では、被用者積立基金の貯蓄額が退職後十
分な期間を支えるには不十分な水準にあること、労働力の一定割合が制度未加入であるこ
とが課題として示された。介護ケアについては、介護保険制度が未導入で、費用負担は家
族に依存しており、高齢者の多くが家族と同居していた。施設サービスについては、公的
認可施設、登録ケアセンター、無登録施設が混在し、民間サービスが必要に応じてカバー
している状況であった。介護人材養成についても、標準化された国家資格が整備されてい
ないことが課題であった。他方、保健白書、National Care Framework、National Policy for 
Older Persons 等を通じて制度改革の動きが進みつつあり、日本の介護保険導入前に類似す
る政策形成条件が生まれつつあることが示唆された。 

インドネシアに関する研究では、健康保険制度は整備されている一方、介護制度は未整
備であり、家族介護や自己負担への依存が大きいことが明らかとなった。1998 年以降、高
齢者関連法令は整備されてきたが、当初は国レベルの法整備にとどまり、具体的施策は主
に社会福祉分野から進展した。その後、保健分野の制度も整備されてきたものの、医療と
福祉は省庁ごとに実施されており、地方分権のもとでサービスの統合性・均質性に課題が
あることが示された。現在は、国家開発計画庁を中心に統合ケア体制の構築に向けた取組
が試行されている。今後は、医療・介護に加え、保健・福祉を含めた包括的なサービス提
供体制の構築、地域コミュニティを活用した介護予防・在宅ケアの強化、Kader や社会福祉
士等の既存人材を活用した多職種連携、人材育成、持続可能な財政基盤の確立が重要であ
ると整理された。 

スリランカに関する研究では、ACAI が開発中の高齢者の UHC 達成に向けた指標のうち、
所得および生活保障、健康および生活の質、能力を生かせる環境の 3 領域に含まれる 9 指標
を用い、2019 年世帯収入支出調査を再解析した。60 歳以上人口割合は 16.6％であり、高齢
者就労率、公的年金受給割合、社会福祉給付、障害割合、慢性疾患を有する高齢者の未受
診割合、住環境、教育水準等について分析された。安全な飲料水や衛生的なトイレなど基
本的住環境は高水準で確保されていた一方、就労、年金受給、医療アクセス、障害への対
応には課題が残されていた。特に、就労率、年金受給状況、教育水準において男女差がみ
られ、女性高齢者の社会経済的脆弱性が示唆された。 

以上の各国調査から、アジア諸国では高齢化の進行度、医療保障制度、介護制度、所得
保障、統計基盤、社会文化的環境が国ごとに大きく異なることが示された。共通課題とし
ては、介護制度の未整備または整備途上、家族介護への依存、介護人材不足、保健・医
療・福祉の縦割り、地域差、所得格差、統計・データ基盤の不足、制度実装を担う人材や
財政基盤の脆弱性が挙げられた。一方で、台湾やタイのように税方式を用いた普遍的制度、
地域密着型長期ケア、統計指標体系の整備が進む国・地域もあり、日本とは異なる制度設
計の選択肢が存在することも確認された。 
 
2．日本の高齢化対応のプロセス・知見・経験の整理 

本年度は、アジアの高齢者政策・制度設計において、中長期の人口動態・疾病構造の変
化を踏まえ、制度実装を促すために必要な考え方を整理した。具体的には、各国の高齢化
速度、高齢化到達年、老年従属人口比、生産年齢人口の縮小、地域間の高齢化の偏在等を
把握し、高齢化の進行前から制度整備を前倒しで進める必要性を示した。また、都市化・
過疎化、単身世帯の増加、家族介護の変化、価値規範の変容に加え、女性高齢者の経済的
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脆弱性等を踏まえ、ジェンダーの視点を制度設計に組み込む必要性を整理した。疾病構造
については、感染症中心から慢性疾患、フレイル、サルコペニア、認知症、複合慢性疾患
へ移行することを踏まえ、医療・介護・予防・リハビリテーション・生活支援を一体的に
設計する重要性を示した。さらに、医療・介護・年金の財政持続可能性、公的所得保障制
度の成熟度、人材不足、インフォーマルケアの縮小等を重要論点として整理した。加えて、
医療、介護、福祉、住宅、交通、雇用、デジタル等を連結する分野横断的ガバナンス、
PHC を基軸とした統合・包括ケア、人材戦略、データ基盤・デジタル、本人中心ケア、権
利保障・公平性を制度実装上の主要論点として整理した。 
 
3．国際機関の動向および国際比較指標・ミニマムサービスカバレッジ 

国際機関の動向に関する研究では、ACAIによるAAAI策定支援、WHO「健康的高齢化の
10 年」に関する情報収集、WHO 長期ケアパッケージ等を通じて、高齢化対応に関する国
際的枠組みと各国制度実装の動向を整理した。 

AAAI に関する研究では、ASEAN-Japan Healthy and Active Ageing Index、HAAI をもとに、
ACAI による ASEAN Active Ageing Index、AAAI の作成を支援した。また、その枠組みを南
アジア、アフリカにも適用可能とするため、データ基盤の調査と高齢化指標の試算に向け
た検討を行った。ACAI の AAAI 策定は進行中であり、各分野のデータ所在を確認中である
が、ASEAN5 か国については 2026 年内に一通り値が算定される見込みである。南アジアで
はスリランカ、アフリカではセネガルについて、統計局が実施する世帯調査データの個票
を用いて AAAI 指標の値を得られることが確認された。 

高齢化対策の国際動向および ASEAN における高齢者のミニマムサービスカバレッジに関
する研究では、WHO および ACAI 等との連携のもと、長期ケア政策および制度の実装状況
を把握するとともに、高齢者に対するミニマムサービスカバレッジの構成要素を検討した。
WHO の報告からは、世界的な高齢化の進展とともに、健康寿命と平均寿命の乖離、長期ケ
ア体制の未整備、資源不足等の課題が明らかとなった。ミニマムサービスカバレッジは、
慢性疾患管理、機能回復、長期ケア・生活支援を含む包括的概念として整理された。タイ
の医療保障制度では、慢性疾患管理に加え、リハビリテーション、白内障手術、補助具提
供等が組み込まれ、条件付き給付や質管理の仕組みが導入されていた。 

また、ASEAN 地域における健康格差を把握するため、スコーピングレビューが開始され、
社会経済状況や地域差等が健康格差の主要因として抽出されつつある。これにより、UHC
の進展のみでは高齢者の健康格差解消には十分ではなく、所得、教育、居住地域、ジェン
ダー、社会参加、生活環境等の社会的決定要因を含めた多面的対応が必要であることが示
唆された。 
 
D. 考察 

本研究により、アジア諸国における高齢化対応と UHC 達成に向けた制度設計には、医療
保障制度の整備にとどまらず、介護、予防、リハビリテーション、生活支援、所得保障、
福祉、住環境、社会参加、データ基盤、権利保障を含む包括的な視点が必要であることが
示された。高齢化は、疾病構造の変化、生活機能の低下、家族介護の変容、都市化・過疎
化、労働市場、財政制約、社会規範の変化と密接に関連しており、広義の UHC の中で捉え
る必要がある。 
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調査票開発と各国調査からは、6 領域 61 項目による共通の比較枠組みが、各国の制度的
対応と社会的背景を統合的に把握する上で有用であることが示された。特に、高齢化政策
の「プロセス」を把握することにより、制度の有無だけでは見えない、主導省庁、中央・
地方の役割分担、財源、実装主体、評価体制等の課題を明らかにできる。各国調査では、
介護制度の整備途上、家族介護への依存、医療・福祉・介護の縦割り、人材不足、地域
差、所得格差、データ基盤の不足が共通課題として確認された。一方で、台湾、タイ、マ
レーシア、インドネシア、スリランカ等では制度設計や実装段階に多様性があり、単一モ
デルではなく、各国の制度発展段階に応じた選択肢を提示する必要がある。 

日本の経験整理からは、アジア諸国の高齢化政策・制度設計に必要な包括的枠組みとし
て、人口動態、疾病構造、財政・人材制約、ガバナンス、財政フレーム、PHC を基軸とし
た統合・包括ケア、人材戦略、データ基盤・デジタル、権利保障・公平性を整理した。今
後は、各国調査で得られる課題・ニーズと本枠組みを接続し、日本の制度をそのまま移転
するのではなく、制度が果たしている「機能」を各国の財政、文化、法制度、行政体制、
人材資源、データ基盤等に応じて再構成する必要がある。本成果は、アジア諸国の高齢化
対応と UHC 達成を推進する教材、基礎資料、技術資料の作成に資するものである。 

国際機関の動向整理からは、高齢化対応が医療中心から、機能維持、生活支援、長期ケ
ア、社会参加、権利保障を含む統合的アプローチへ移行していることが確認された。WHO
の健康的高齢化、長期ケアパッケージ、ACAI による AAAI 等は、各国の政策設計・評価の
共通基盤となり得る。一方で、指標活用には比較可能なデータ基盤が必要であり、統計整
備も重要な課題である。 

今後の成果物作成では、国際的な高齢化政策潮流、アジア諸国の課題・ニーズ、日本の
知見共有・施策提案を接続させ、61 項目の調査結果を踏まえて優先項目を明確化する必要
がある。日本の知見は、制度説明の羅列ではなく、各国の課題に対応した QA 形式や事例
形式で整理し、基礎資料、技術資料、PPT、冊子等として、UHC ナレッジハブ、国際会
議、研修等で活用可能な形に整えることが重要である。 

 
E. 結論 

本研究は、アジア諸国における高齢化対応と UHC 達成の推進に資するため、①調査票開
発と各国調査、②日本の高齢化対応の知見整理、③国際機関の動向把握の3 つの柱に基づき
実施した。 

第一に、アジア諸国の高齢化施策のプロセスと現状を比較可能な形で把握するため、6 領
域 61 項目からなる標準化調査票を開発した。令和 7 年度の各国調査では、東アジア、台湾、
タイ、マレーシア、インドネシア、スリランカを対象に、制度整備状況、政策形成過程、
課題、ニーズを整理した。その結果、介護制度の整備途上、家族介護への依存、保健・医
療・福祉の縦割り、人材不足、地域差、所得格差、データ基盤の不足が共通課題として明
らかとなった。 

第二に、日本の介護保険制度、地域包括ケアシステム、認知症政策、介護人材育成等の
経験を整理し、各国の制度設計に活用可能な考え方を検討した。日本の知見は有用である
一方、制度そのものを移転するのではなく、制度が果たしてきた機能、形成過程、実装条
件、残された課題を分解し、各国の文脈に応じて再構成する必要がある。 

第三に、WHO、ACAI 等の国際機関の動向を整理し、AAAI 等の高齢化指標、健康的高齢
化、長期ケア、ミニマムサービスカバレッジの観点を確認した。高齢化対応は、医療中心
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から、慢性疾患管理、機能回復、長期ケア、生活支援、社会参加、権利保障を含む統合的
対応へと転換しつつある。 

今後は、調査票と各国調査結果を用いて、国別・項目別の比較を進め、必須項目・優先
項目を明確化する。その上で、日本の知見を制度名ではなく「機能」として整理し、UHC
ナレッジハブ、国際会議、研修等を通じた国際協力の深化に貢献することが期待される。 
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